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2018年５月22日 

各   位 

会 社 名 株式会社船井総研ホールディングス  
代 表 者 名 代表取締役社長 グループＣＥＯ 高 嶋  栄 

（コード番号 ９７５７ 東証第１部） 
問 合 せ 先 取締役常務執行役員 

経営管理本部本部長 奥村 隆久 
 （TEL. ０６－６２３２－０１３０） 

 

連結子会社間の会社分割（吸収分割）に関するお知らせ 

 

 当社は、2018年５月22日開催の取締役会において、2018年７月２日を以って、当社の100％子会社であ

る株式会社船井総合研究所（以下「船井総研」という。）から、当社の100％子会社である船井総研ロジ株式

会社（以下「船井総研ロジ」という。）に物流コンサルティング業務を吸収分割の方法により事業承継するこ

と（以下「本吸収分割」という。）を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本吸収分割は、完全子会社間で行う吸収分割であるため、開示事項及び内容について、一部省略し

て開示しています。 

記 

１．吸収分割の目的 

当社グループにおいて、従来、運輸・倉庫業向けのコンサルティングは船井総研、荷主企業向けのコ

ンサルティングは船井総研ロジが各々に担当しておりましたが、昨今激動する物流業界動向を鑑み、双

方の機能を船井総研ロジに集約することにより、より実効性の高いコンサルティングから業務受託まで

の総合的かつ専門性の高いサービス提供を目指すために、今般、吸収分割を行うことを決定いたしまし

た。 

 

２．吸収分割の要旨 

（１）今後のスケジュール 

    2018年５月22日  吸収分割契約締結日 

    2018年７月２日（予定） 吸収分割効力発生日 

 

（２）本吸収分割の方式 

    船井総研を分割会社とし、船井総研ロジを承継会社とする分割型吸収分割です。 

 

 （３）本吸収分割に係る割当ての内容 

本吸収分割は、完全子会社間でおいて行われるため、株式の割当て、その他の対価の交付を行い

ません。 

 

 （４）本吸収分割の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当ありません。 

 

 （５）本吸収分割により増減する資本金 

    該当ありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

 本吸収分割により、承継会社は、効力発生日において船井総研に属する物流コンサルティング業



 

- 2 - 

 

務に関する資産、負債、その他の権利義務（本吸収分割契約に別段の定めがあるものを除きます。）

を承継します。なお、承継する債務につきましては、重畳的債務引受の方法によるものといたしま

す。 

 

（７）債務履行の見込み 

分割会社及び承継会社に、本吸収分割の効力発生日以後における収益状況について、負担すべき債

務の履行に支障を及ぼすような事象は予測されておりません。 

 

 

３．本吸収分割の当事会社の概要 

  
分割会社 

（2017年12月31日現在） 

承継会社 

（2017年12月31日現在） 

（１） 商 号 株式会社船井総合研究所 船井総研ロジ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市中央区北浜四丁目４番10号 大阪市中央区北浜四丁目４番10号 

（３） 
代表者の 

役職・氏名 
代表取締役社長 中谷 貴之 代表取締役社長 菅 重宏 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング事業 ロジスティクス事業 

（５） 資 本 金 3,000百万円 98百万円 

（６） 設立年月日 2013年11月28日 2000年５月10日 

（７） 発行済株式数 120,000株 1,960株 

（８） 決 算 期 12月31日 12月31日 

（９） 
大株主及び

持株比率 
株式会社船井総研ホールディングス  100％ 株式会社船井総研ホールディングス  100％ 

 

４．本吸収分割後の分割会社の状況（2018年７月２日現在（予定）） 

（１） 商 号 株式会社船井総合研究所 

（２） 所 在 地 大阪市中央区北浜四丁目４番10号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中谷 貴之 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング事業 

（５） 資 本 金 3,000百万円 

（６） 決 算 期 12月31日 

 

５．本吸収分割後の承継会社の状況（2018年７月２日現在（予定）） 

（１） 商 号 船井総研ロジ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市中央区北浜四丁目４番10号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 菅 重宏 

（４） 事 業 内 容 ロジスティクス事業 

（５） 資 本 金 98百万円 

（６） 決 算 期 12月31日 

 

６．今後の見通し 

本吸収分割が当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

以 上 


